
原発40年ルールを破壊する岸田暴走政権・・

エネルギー・電力の 自給自足社会をめざして

原発再稼働反対！震災復興支援 2023年3・11丹波地域集会

原発なくし自然エネ推進兵庫の会・速水二郎



12年目の現実、悲惨な事態は続く
ふるさと、くらし、を失った人々

◎東日本大震災と原発
事故から12年

◎目に見えない放射能、
こわいウイルスとそっくり

◎故郷･土地･くらし･仕事
奪われ、家族バラバラ、
今も4万人近い人々が全
国に避難

◎当時福島県の18歳以
下の子は37万人いた、今
も毎年甲状腺ガンの検査
を受け続けている2022年、
6人の子が裁判開始

◎全国 32の裁判所で
12500人の母や子が国と
東電相手に裁判しなけれ
ばならない日本

◎F１事故まで日本は国
策で原発推進してきた、
だから原発被害は公務
災害だ！ 国家賠償は当
然・憲法17条で明記

満杯の汚染水！

◎12年たっても毎日100㌧
の水で、壊れた原子炉を冷
や続け

◎放射能だらけの汚染水
を「ろ過」し63種の放射能を
なくしてもｽﾄﾛﾝﾁｩﾑなどは
わずか残る

◎陸上の大きなプール等
で100年保管すればレベル
が低くなるとの市民や専門
家が提案しているのに無視
し、安上がりの海へ流す国
と東電

◎東北沿岸は日本一の漁
場、12年経ってやっと風評
被害を乗り越えたのに再
び！！

◎漁業組合や沿岸自治体
が反対するのに強行へ

◎セシウムやｽﾄﾛﾝﾁｳﾑは
0.01％でも大変危険



岸田政権が決めたこと・・突然の原発回帰

老朽原発の60年～80年運転へ 新たな原発を、建て替えへ

• 今回のGX（グリーントランスフォーメーション）で、「廃炉を決
定した原発の敷地内での建て替え」と決めた。

• めざす次世代原発とは、革新軽水炉、小型モジュール炉、高
速炉、高温ガス炉、核融合炉というが、革新軽水炉以外は過
去60年前から願望しているが、2050年に出来る見込みはな
い。

• 「革新軽水炉」とは、原発推進派が商売用語で使っているだ
け。実際は欧州の「改良型軽水炉」のことで、溶けた核燃料
を受け止める「コアキャッチャー」を付けること、電源なしでも
一定時間原子炉を冷却できる機能をつける、というもの。

• この「改良型」はだから大変な建設費がかかり、仏のフラマン
ビル原発3号機は2007年に着工したが、既に1兆8500億円を
使うものの完成できないという代物だ。

• いま原発をつくってきた大手電力は、化石燃料高騰で赤字と
なり、大幅な値上げをするような事態で、1兆円以上かかる
「革新軽水炉」などに手は出せない。「やるなら政府でどう
ぞ」と嘆くありさま。

• 経産省の調べでは、プラントメーカーの建設経験者は、福島
事故から2021年の9年で約4割も減少し、原発建設未経験者
ばかりになりつつある、とのこと。

原子炉等規制法から原則40年、最長60年を削除する。
そのかわり、運転開始から30年以降、10年ごとに規制
委が、いつまでも認可する。

2023/2/28閣議決定

https://www.msn.com/ja-jp/money/other/%E5%8E%9F%E7%99%BA60%E5%B9%B4%E8%B6%85%E9%81%8B%E8%BB%A2%E3%81%B8-%E6%9D%9F%E3%81%AD%E6%B3%95%E6%A1%88-%E3%82%92%E9%96%A3%E8%AD%B0%E6%B1%BA%E5%AE%9A-%E8%80%81%E6%9C%BD%E5%8E%9F%E7%99%BA%E3%81%B8%E3%81%AE%E4%B8%8D%E5%AE%89%E3%81%AF%E6%B6%88%E3%81%88%E3%81%AA%E3%81%84%E3%81%BE%E3%81%BE/ar-AA183uBs?ocid=msedgdhp&pc=U531&cvid=57bfe8f5c0064ced8221db50b66d4f1d&ei=15&fullscreen=true&crc=true#image=1


40年ルールはこうして出来た

• 12年前の事故のあと世論は沸騰し「もう原発は
やめよう」の声は国会前を取り巻く連続デモと
なり、ついに当時の政権は「原発は原則40年で
やめる」との方針を国会で決めた。

• 根拠と理由は極めて簡潔。日本の場合、関電な
どの電力会社は運転認可を申請するとき40年と
想定してきた。

• ①日本の原発建設の設計は40年の前提でつくら
れた、

• ②例えば電気製品や車などを見ても40年前の技
術でそのまま通用するものはなく、システム自
体が古い、

• ③40年制限は古い原発の安全性を確保するため
の必要な制度（初代田中規制委員長）、

なぜ岸田は変更したのか、背景

このまま40年ルールを厳格
に守った場合、2050年に稼
働している原発はわずか３
基となる計算。

そのため今まで原発を推進
してきた利益共同体の巻き
返しは、一体となって自公
政権に原発回帰を迫ってき
た。

多くの大学から「原子力工
学部門」もなくなる事態と
なっている。
いま東芝が崩壊状態のなか
三菱重工は2022年9月、北海
道・関西・四国・九州の大
手4社と「革新軽水炉」の共
同開発を発表した。

神戸の三菱重工原発部門の
技術者たちは「とうてい無
理だ」というくらいに技術
継承が出来なくなり深刻な
状況。



そもそも原発は危険すぎるもの
★「原発は発電所なのに、よそから
電気をもらわないと暴走する」ことは、
東電福島事故で世界に知れ渡りま
した。地震で福島原発への送電鉄
塔と送電線が倒壊し停電、予備電
源の発電機は動いたものの浜側に
設置されていたので、津波で全て動
かなくなり、１号基から順次水蒸気
爆発・水素爆発となりました。

★いまロシアがウクライナの原発を
占拠しこれをタテとしていますが、報
道でご存じの通り外部送電線の破
壊が大変で、原発破壊による避難
として、住民に対してヨーロッパ中
から「安定ヨウ素剤」が現地周辺に
送られています。岸田政権の「敵基
地攻撃能力」による大軍拡に対応
する相手側の反撃では、50基を超
えるに日本の原発は標的にされる
危険もあります。

★規制委員会によって再稼働され
た原発10基のうち、実に若狭湾で
は関電の5基が動いています。万が
一「フクシマ規模」の事故が起きれ
ば、関西の2000万近い世帯は水瓶
でもある琵琶湖が汚染され、命の危
機に見舞われます。

★原発は原子炉と発電機を繋
ぐ配管･パイプだらけで、そこ
を放射能まみれの高温･高圧の
「お湯」がかけめぐっている
状態です。

★よって強烈な放射線･中性子
線がその配管や原子炉を年中
直撃しています。だから金属
疲労･劣化腐食･サビが頻繁に
発生、コンクリートも分厚い
鋼鉄も早く脆化するのです。

★つい先月運転中の高浜4号の
制御棒が落ち運転停止しまし
た。原子炉内の駆動装置がお
かしいとしています。

★この高浜4号は関電でも比較
的新しい方で、それでも37年
が経過して老朽化が進んでい
る状況です。40年超える原発
は絶対に廃止させねばなりま
せん。



原発でないと電力は足りなくなるのか

省エネや節電の努力で、関西電力管内で
も、原発4基分の電力が減っている

いま、電力足らないと言っている理由

• 大手電力は、関電・九州・四国以外は原発を動かせないの
で、これを理由に電気代の大幅値上げを申請している。

• ロシアの侵略戦争で化石燃料の高騰は続くが、この戦争の
前に、大手電力は老朽火力発電発電所を次々廃止していた。

• 例えば関電でも、和歌山県の海南、御坊など次々廃止した。

• 電気事業連合会の会長なども、「とにかく原発を動かさない
と、経営が持たない」とあけすけに言っている。

原発優先で
太陽光発電を
先に止める不思議
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地産地消・分散型電源で、エネ自給自足
の地域経済発展で日本社会を豊かにする

• よく知られているように全国で
太陽光発電が先行しています。

• とともに、小規模太陽光発電は
多様な発展へ向かうべきです。

• 農業シエアリングを大幅に広げ、
日照効果が高い大小の工場、鉄
道駅舎、高速道路の各所等々全
てに設置すべきです。

• 新築住宅のうち日照効果が高い
場合は全て太陽光を義務づける
べきです。

• また断熱性能が先進国にも関わ
らず最低の国なので、公営住宅
マンションなどには高断熱設備
とし、暖冷房浪費を脱却すべき
です。

• 河川が豊富な国で里山・森林保全も
含めた小水力発電も可能です。

• 陸上風力発電の潜在力は北海道・東
北だけで500万㎾と言われています。

• さらに洋上風力は大規模資本参加も
必要ですが何よりも漁業者・関係自
治体・環境維持で明確な規制を先行
させた上で、無尽蔵に近い潜在量が
あり開発は飛躍させる必要がありま
す。

• 地熱発電は潜在量が全国7位の大分県
がトップですが北海道や東北・信州
でもっと開発が行われるべきです。

• 列島まわりの海洋には技術力の発揮
次第で潮力・波力発電のポテンシャ
ルも他国を凌駕しています。

こうした再生可能エネ発電に
よって、地域ごとに分散型・再生
可能エネ社会をつくる方向は、エ
ネルギー問題だけにとどまりませ
ん。
東京一極集中ではなく、過疎と

よばれるふるさと再生につながり、
食料の自給自足や、コロナ禍で問
題となった地域ごとの保健所再建
等医療体制の強化などにも結びつ
きます。
つまりこの仕組みには地域でお

金や仕事を回すシステムつくりで
あり、住民・関連業者・農業・漁
業・自治体行政すべてが構成員と
なって雇用や労働条件も豊かにし
ていくのです。
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まとめ
21総選挙・２２参院選の争点では、
各党の環境対策は大きく異なりまし
た。
一応各党は「再生可能エネルギー」
はうたっているようですが、原発推進
もあり、具体的な目標や対策は左図
のように大きく異なりました。
環境団体等が評価しましたが下図
のとおりで社民党と共産党の政策・
公約が20点満点で、自民党や維新
の会は、原発推進で、まったく温暖化
防止対策とはなっていません。
特に注目されたのは共産党の
『2030年戦略』です。地球温暖化のメ
カニズムに関し世界の研究者たちに
よる科学的分析による到達を前提に、
深く広く気候危機の問題を総括的・
具体的に「人類の未来がかかってい
る」と提起したからです。
私たちは、あと7年後の2030年まで
に「やりきらなければならない目標」
を明確に示すと共に、その取り組み
自体が「雇用を増やし、くらしを良くす
る」持続可能な経済成長として発展
出来るようにしなければなりません。
多くの人々に思想信条を乗り越え、
いのちと地球を守ろうと呼びかけな
がら、地球の破壊を止めるために頑
張りましょう。
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★10電力体制の居直りを止めて、電力シ
ステム改革徹底を。

★そのため

☆各大手電力が「送配電会社」をもち続
けているが、一日でも早く所有権分離をさ
せる。（個人情報の不正も正せる）

☆完全独立した送配電会社は、例えば広
域的運営推進機関などのもとで、公的な
運営管理が望ましい。

☆列島の５０、６０ヘルツで分けた東西の
送配電会社の姿が望ましいのでは。

☆この新公社的送配電会社は、各地の再
可エネ発電の接続を最優先とする設備に
改革していく。

☆地域社会は、電力エネルギー自給自足
を軸とした地域経済の発展へ向けた、住
民合意を基盤とした姿にしていく。

原
発
な
し
で
、
気
候
危
機
も
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